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コロナ禍と子どもの発達困難・リスクの研究
子どもは現在もコロナ禍の最前線にいる

共同研究者　東海学院大学人間関係学部　　　　　　髙　橋　　　智
　　　　　　日本大学文理学部　　　　　　　　　　田　部　絢　子
　　　　　　長崎大学教育学部　　　　　　　　　　石　川　衣　紀
　　　　　　山梨大学大学院総合研究部教育学域　　内　藤　千　尋
　　　　　　兵庫教育大学大学院学校教育研究科　　石　井　智　也
　　　　　　東海学院大学人間関係学部　　　　　　池　田　敦　子

秋田大学　教育文化学部　こども発達・特別支援講座　専任講師　　能　田　　昴
（研究助成金　100万円）

研究目的

新型コロナウイルス感染症（以下，COVID-19）は日本では「第５類」に移行したが「子どもは依然として

COVID-19パンデミックの最前線にいる」ことを示す実態が国内外で多数報告されている（Höög：2022ほか）。

COVID-19は子どもの日常生活にも広範な影響を及ぼし，コロナ禍に伴う子どもの不安定な生活基盤，孤独・

孤立，睡眠・生活リズムの乱れ，不安・緊張・抑うつ・ストレス等の子どものメンタルヘルスに関わる諸問題

が大きく顕在化している。本研究ではこれを仮説的に広義の後遺症として「コロナ禍後遺症」と名づけ，具体

的には「抑うつ，睡眠困難，生活リズム障害，起立性調節障害，学校の長期欠席，不登校，ひきこもり，虐待，

自傷，摂食障害，自殺」等の子どものメンタルヘルスに係る発達困難・リスクが該当する。本申請課題は，子

どものコロナ禍後遺症とそれに伴う子どもの発達困難・リスクと発達支援の課題に関する動向をレビューし，

子ども本人（小中高校・特別支援学校），その保護者，小中高校・特別支援学校の養護教諭，政令指定都市・

中核都市教育委員会を対象とした実態調査等を通して，子どものコロナ禍後遺症の発達困難・リスクの実態と

発達支援の課題，それに求められる学校の役割や教師の対応等，健康増進に繋がる教育実践の内容について明

らかにしていくことを目的としている。
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研究実施計画の大要

①日本国内や北欧福祉国家を中心に，感染の激しかった地域・国も含め，感染症災害に伴う子どもの発達困

難・リスクに関する「コロナ禍後遺症」の現状についてレビュー・動向整理作業。②子ども本人（小中高校・

特別支援学校），その保護者，小中高校・特別支援学校の養護教諭，政令指定都市・中核都市教育委員会を対

象に，子どものコロナ禍後遺症とそれに伴う子どものメンタルヘルスに係る発達困難・リスクの実態，子ども

のメンタルヘルス回復・促進および発達支援の課題に関する質問紙法調査・面接法調査を実施する。③子ども

のコロナ禍後遺症問題とそれに伴う子どものメンタルヘルスに係る発達困難・リスクに先進的に取り組んでい

るスウェーデンの「子どもの権利擁護機関BRIS」「子どものメンタルヘルスケア専門機関BUP」「ストックホ

ルム県立摂食障害センター」等の専門家との研究討議・シンポジウムの開催。フィンランド・ノルウェー・デ

ンマークにおいて子どもの「コロナ禍後遺症」に関わる相談支援活動・調査研究に取り組んでいる子どもの権

利擁護機関や子ども病院の専門家との研究討議。

Ⅰ　緒　言

COVID-19パンデミックから５年以上が経過した現在，子どもへの長期的影響が「時間差」をもって

顕在化している。日本においてはパンデミック以降急増した不登校者数が2024年度に過去最多を記録

し，子どもの自殺者数も高止まりが続いている。「抑うつ，睡眠困難・生活リズム障害・起立性調節障

害，不登校・引きこもり，被虐待・いじめ・暴力，自傷・摂食障害，自殺企図・自殺」等のメンタルヘ

ルスに係る発達困難・リスクが広義の「コロナ禍後遺症」として子どもの健康と発達に深刻な影響を及

ぼしている（髙橋ほか：2024）。加えて，COVID-19感染後に持続する様々な症状であるLong COVID

（COVID-19罹患後症状）が子どもに与える影響も，重要な課題として国内外で指摘されている（Tabe

ほか：2026）。COVID-19感染後に持続する様々な罹患後症状は WHO により「post COVID-19 

condition」として定義され，その後，ICD-11でもコードRA02として正式に分類された（WHO：2025）。

子どもについてはWHO（2023）の専門家パネルが「日常生活に何らかの形で支障をきたす（例えば，

食習慣，身体活動，行動，学業成績，友人・同僚・家族との交流，発達における変化など）」ことも含む

定義を示しており，Long COVIDが子どもの生活全般に広範な影響を及ぼすことが国際的に認識されて

いる。

本研究は，こうしたコロナ禍後遺症とLong COVIDに伴う子どもの発達困難・リスクの実態を明らか

にし，子どものメンタルヘルスの回復・促進および健康増進に繋がる教育実践と発達支援の課題を検討

することを目的としている。具体的には，①国内外の文献レビューによる研究動向の把握，②2025年11

月に実施したスウェーデンにおける訪問調査，③日本のコロナ後遺症の当事者団体との協働により困難・

支援ニーズの把握を行った。
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Ⅱ　研究方法

（1）文献レビュー

国内外のコロナ禍後遺症およびLong COVIDと子どもの発達困難・リスクに関する先行研究・報告

書・政策文書等のレビューを行い，研究動向を整理した。特に子どものメンタルヘルスへの影響，学

校教育における発達支援のあり方，北欧諸国の対応について重点的に検討した。

（2）スウェーデンにおける訪問調査

2025年11月にスウェーデンにおいて，子どものコロナ禍後遺症・Long COVIDに伴う発達困難・

リスクとメンタルヘルスに関する訪問調査を行い，以下の調査先において半構造化面接を実施した。

①　�スウェーデン政府子どもオンブズマン（Barnombudsmannen）：子どもの権利条約の実施を監視

する政府の独立機関である。パンデミック下での子どもの実態とその権利保障について聞き取り

を実施した。2025年11月25日にシャラム・マンソリー氏（Shahram Mansoory：リサーチオフィ

サー）およびリネア・コリアンダー・セリック氏（Linnea Colliander Celik：コミュニケーショ

ンオフィサー）から聞き取りを実施した。

②　�スウェーデンコロナ協会（Svenska Covidföreningen）：Long COVID患者を代表する当事者団体

であり，子どもを含むLong COVID患者の実態把握と政策提言活動を行っている。2025年11月

26日にリサ・ノレン氏（Lisa Norén：自身も罹患した総合診療専門医であり，協会の代表的なス

ポークスパーソン）とリサ・ヘンリクソン氏（Lisa Henricson：広報担当）から聞き取りを実施

した。

③　�ストックホルム県立摂食障害センター：2025年11月25日，コロナ禍における子どもの摂食障害

の動向とARFID（回避性・制限性食物摂取障害）の治療について，トマス・パーリング氏（Thomas 

Parling：心理学Ph.D.）およびマヤ・ヴィンテル氏（Maya Winther：有資格心理士）から聞き

取りを実施した。

④　�その他，特別ニーズ教育に関係する学校教育機関においても調査を実施した。2025年11月24日

にEkeskolan Örebro視覚障害特別学校（応対者：校長のグンナール・ステーンガルン氏［Gunnar 

Stengarn］），2025年11月26日にスタッドミッション国民大学（副校長のオスカル・ヒョーブロ

ム・ベリクヴィスト氏［Oscar Sjöblom Bergqvist］）において，パンデミックが子どもの発達や

教育に及ぼした影響や近年の子ども・若者のメンタルヘルスの動向について聞き取りを行った。

なお，以上の各調査協力者に対しては事前に文書および口頭にて調査目的・調査結果の利用方法・

秘密保持について説明し，承認を得て調査を実施した。

（3）国内の当事者団体との協働による子ども当事者の困難・支援ニーズの把握

日本国内の当事者団体である「全国コロナ後遺症患者と家族の会」（以下，「患者・家族会」）および

「コロナ後遺症の子どもたちを支える会」（以下，「支える会」）との協働を通じて，Long COVIDを有
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する子ども（小中高生）と家族の支援ニーズの把握・分析を実施した。両団体が政府・行政に提出し

た要望書・陳情書の分析や，2025年５月14日には研究チームとして厚生労働省副大臣等への面会にも

同席し，提言を行っている。

Ⅲ　研究結果

（1）文献レビューの結果

国内外の文献レビューにより，以下の知見が整理された。第一に，パンデミックが子どもの社会的・

行動的・教育的発達に長期的影響を与える可能性が指摘されている（Buonsensoほか：2021；

Buonsenso：2026）。Loadesほか（2020）はシステマティックレビューを通して，孤立・孤独が子

どものメンタルヘルスに及ぼす深刻な影響をパンデミック初期から明らかにしている。こうしたコロ

ナ禍後遺症のなかでも子どものメンタルヘルス問題はすでに顕在化している。例えば，Kiviruusuほ

か（2024）は，パンデミック後のメンタルヘルスに関する研究がほとんどないという問題意識のもと

にフィンランドの子ども・若者（平均年齢15.8歳，722,488人）を調査している。不安障害・うつ病・

社会不安障害の症状がカットオフ値を超える子どもの割合は2021年にかけて増加した後，2023年に

おいても依然として高いレベルを維持しており，特に中等学校の女子生徒では社会不安障害が増加し

ていることを明らかにしている。

さらに子どもの発達そのものへの影響も指摘され始めている。例えば，言語発達の遅れに関する指

摘（Matsuoほか：2024，Pejovicほか：2024等）のほか，2024年になると言語発達の課題を抱える

子どもの増加（BBC：2024）や年齢相応のスキルを身につけられていない子どもの存在が報道され始

めている（NYT：2024）。

子どものメンタルヘルス問題がパンデミックの「終息」後も解決していない傾向は国内でも報告さ

れている。例えば，国立成育医療研究センター（2024）によれば，保護者がこどもを評価する「こど

ものメンタルヘルス」のうち「総合的な困難さ（仲間関係の問題，多動／不注意，情緒の問題，行為

の問題）」については，2021年に比して2022年には明らかな改善は見られなかったが，2023年には

有意な改善が見られている。協調性・共感性などの「向社会性」については，2021年に比して2022

年には改善が見られ，2023年も引き続き改善傾向が続いている。それに対して，こども本人が自分を

評価する「こころの状態」については，中等度以上の抑うつ症状が2021年11.4％，2022年13.3％，

2023年13.3％となり，改善は見られなかった。

藤田（2023）も「コロナ禍で経験される逆境体験は子どもの精神保健上の問題をいくつももたら

し，日本だけでなく世界各国から不登校の増加，睡眠衛生の悪化，摂食障害患者数の増加，自殺者数

の増加，不安抑うつ状態にある子どもの増加，虐待件数の増加，インターネット・ゲーム依存の増加，

など多岐にわたる子ども達の困難が報告されている」と述べている。

第二に，パンデミックの影響は「時間差」をもって発生することが想定される。諸外国では「パン
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デミックの過程で低下した健康関連QOLはロックダウン終了後も必ずしも回復しない」（Orbanほか：

2024）こと，「パンデミック中に精神的苦痛が増大した若者は精神衛生上のリスクが継続する可能性

がある」（Pettersenほか：2024）ことが報告されている。国内でも大西（2022）がコロナ禍におけ

る子どものQOL低下と不登校・自傷行為の増大を指摘している。

第三に，Long COVIDが子どもの学校生活とメンタルヘルスに及ぼす影響が深刻である。Lopez-

Leónほか（2022）は子ども・若者のLong COVIDの有病率を25.24%と報告し，Sakuradaほか

（2023）は日本の11–18歳患者の56.0%が登校困難を経験していることを明らかにしている。MacLean

ほか（2023）は質的研究を通じて，Long COVIDが子どもの学校経験に及ぼす多面的影響を報告し，

症状の不可視性が周囲の無理解を生み，それが子どものメンタルヘルスをさらに悪化させるという悪

循環を指摘している。Wildほか（2024）は子どものLong COVIDの「二重の不可視性」を提唱し，

この問題が構造的に不可視化されるメカニズムを明らかにしている。具体的には，①「COVID-19は

軽症で皆回復する」，②「子どもはCOVID-19の影響を受けない」，③「パンデミックは終わった」と

いう３つの支配的ナラティブが，診断検査・バイオマーカーの不在や症状の変動性とあいまって，Long 

COVIDを抱える子どもたちが「怠惰」「演技」と疑われる状況を生み出している。また，Long COVID

患者の約25%に不安・気分障害が見られ，症状の重症度と認知機能障害に相関があるなど，Long 

COVIDがメンタルヘルスと脳機能双方に影響することも指摘されている（Bremnerほか：2024）。

近年の大規模研究によってLong COVIDの子どもへの深刻な影響が実証されつつある。Noijほか

（2025）は8–18歳の子ども1,040名を対象とし，Long COVIDの子どもの84.4%に生活の質の低下が

見られ，他の慢性疾患を持つ子どもと比較して3.67倍のリスクを有すること，学校機能では80.2%が

障害を報告していることを明らかにした。Henningほか（2025）の米国の研究では，フルタイム通学

が54%にとどまり，約40%に不安・抑うつ症状が見られ，QOLが嚢胞性線維症レベルまで低下する

ことが示された。国内においてもIijimaほか（2025）による国立成育医療研究センターのコホート研

究では６カ月後の有病率22.8%を報告しており，特に7–17歳群でME/CFS様症状が25.0%と高率であ

ることが示されている。Stephensonほか（2024）の英国CLoCK研究では，Long COVIDと確認され

た若者の30%が２年経過後も症状が持続することが明らかになっており，Long COVIDを「一時的な

問題」として軽視できないことが示されている。

Fordほか（2025）のCDC全米調査（学齢児11,057名）では，米国の学齢期の子どもの約1.4%（推

計約154万人）がLong COVIDを経験しており，Long COVID経験児は非経験児と比較して５つの機

能領域で障害の割合がおよそ２倍，慢性的な欠席（年18日超）のオッズが2.5倍であることが明らか

になった。Reederほか（2026）のNIH-RECOVER小児コホート研究（６〜17歳，1,976名）では，

Long COVID児の12〜17歳で学業成績の悪化が29%（非該当児11%）と報告され，Long COVID自体

の教育的影響を独立して測定した点に新規性があると位置づけられている。Zhangほか（2026）の

RECOVER再感染研究（21歳未満，465,000人超）は，再感染によりLong COVIDリスクが２倍以上

に上昇することを示し，オミクロン株による「症状は軽いから再感染は問題ない」という社会的認識

が科学的に否定されている。Buonsenso（2026）は「Long COVIDの影響を受ける子どもの数は喘息
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よりも多い可能性がある」と指摘しており，子どものLong COVIDが小児医療分野における課題とし

て国際的に認識されつつあることが示されている。

以上の文献レビューから，コロナ禍後遺症のなかでも特に子どものLong COVIDは有病率・学校機

能への影響・長期化・メンタルヘルスへの深刻な影響という点で，重大な教育・発達支援上の課題で

あることが明らかになった。しかし同時に，診断基準の不統一・バイオマーカーの不在・「パンデミッ

クは終わった」という社会的言説が重なることで，子どものLong COVIDは「二重の不可視性」（Wild

ほか：2024）のなかに置かれており，その深刻な実態は社会的・政策的に十分に認知されていない。

日本においても行政による全国的実態調査は未実施であり，教育現場での対応格差は顕著である。こ

うした状況を打開するためには，当事者の声に根ざした実態把握と，先進的な取り組みを行う国際的

な知見の収集が不可欠であるため，本研究ではスウェーデン訪問調査において子どもオンブズマン・

スウェーデンコロナ協会等への調査を実施し，あわせて日本の当事者団体との協働を通じて支援ニー

ズの質的把握を行った。

（2）スウェーデン訪問調査の結果

a. スウェーデン政府子どもオンブズマンへの調査から

スウェーデン政府の子どもオンブズマンは1993年に設置された独立性の高い国家機関であり，子ど

もの権利条約（CRC）の遵守状況を監視・評価している。COVID-19パンデミックが子どもに及ぼし

た影響について，シャラム・マンソリー氏（Shahram Mansoory：リサーチオフィサー）らより以下

の知見が得られた。

パンデミック下で最も大きな影響を受けたのは，もともと社会的に困難な状況にある家庭の子ども

であった。障害や経済的困難を有する子どもにはさらに深刻な影響があり，社会サービスの欠如，医

療ケアの予約の先延ばし等によりアクセスに困難が生じた。スウェーデンでは基礎学校（義務教育段

階）を閉校しなかったが，高校では数か月の閉校があり，その影響は大きかった。自宅に子ども部屋

がない等の環境では支援が届きにくく，数学や手工芸等の科目における習得レベルの格差が拡大した。

なお，Long COVIDの子ども・施設入所（HVB）の子ども・親が身柄拘束されている子ども・経済的

困難を抱える家庭の子どもなど，特定の脆弱なグループへの継続的な実態把握の必要性については，

オンブズマンが政府に提出した報告書においても勧告として明示されており，危機下における子ども

の権利保障の構造的問題が指摘されている（Barnombudsmannen：2021）。

子どもの孤独・孤立がスウェーデンにおいても大きな社会問題となっており，パンデミックがそれ

を増大させたとの認識が示された。子どもにとっての数か月の休校は「永遠のような時間」であった

と報告されている。パンデミック前から10代の女子のメンタルヘルスは芳しくなかったが，パンデ

ミックによりそれがさらに悪化した。統計上は診断件数がパンデミック中に増加し現在は落ち着いた

ように見えるが，「実際に声を聴くことが大切」であり，統計に現れない深刻な実態があることが指摘

された。また，子どもの権利擁護組織への相談件数はパンデミック開始後の夏季に37%増加し，不

安・抑うつに関する相談が顕著に増えた。過半数の子どもが「パンデミックによって精神的健康が悪
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化した」と回答しており，社会的接触の制限と日常的なルーティンの喪失が子どものメンタルヘルス

に深刻な影響を及ぼしたことが示されている（Barnombudsmannen：2021）。

同報告書では，Long COVID症状を持つ子ども自身へのインタビューも実施されており，倦怠感・

ブレインフォグ・嗅覚味覚消失等の多様な症状を抱えながら，医療機関で「信じてもらえない」経験

を繰り返している実態が記録されている。学校現場においても対応はまちまちで，配慮を得られる子

どもとそうでない子どもの差が大きかった。「子どもは感染しても重症化しない」という社会的言説

が広まるなか，ある14歳の子どもは「私は子どもだし，本当にひどい影響を受けた。なのになぜ

（ 政 府 や 専 門 家 た ち は ） 会 議 で そ の こ と を 言 わ な い の？ 本 当 に お か し い 」 と 語 っ て お り

（Barnombudsmannen：2021），自らの経験が社会的に無視されていることへの強い憤りが示されて

いる。

一方，今回の訪問調査において担当者は，子どものLong COVIDについて「その問題があることは

知っているが，子どもについての情報がオンブズマンにあがってこない」と回答した。2024年の年次

報告書は「健康」がテーマであったがLong COVIDへの言及はなく，その理由について「医療問題な

ので健康の枠には入らない」との説明がなされた。スウェーデンでは医療はレギオン，ケア・福祉は

基礎自治体（コミューン）と管轄が分かれており，Long COVIDが「医療」に分類されることで，子

どもの権利擁護や教育福祉の枠組みから抜け落ちる構造が示唆された。2021年の政府委託報告書が

Long COVIDの子どもの声を記録し「今後のフォローが重要」と提言していたにもかかわらず，４年

後の訪問時にはその問題が権利擁護機関に届いていない状況は，Wildほか（2024）が指摘する「二

重の不可視性」がスウェーデンにおいても顕著であることが示された。

また，被虐待による一時保護率が2019年から2023年にかけて71%増加しており，面前DVが2021

年に虐待の新たなカテゴリーとして法的に位置づけられるなど，パンデミック前後で子どもの家庭環

境をめぐる状況も悪化していることも報告された。家庭内に閉じ込められた状況は暴力にさらされる

子どもの逃げ場を奪い，学校・社会サービス等の「外の目」が失われたことで虐待の発見が遅れるリ

スクが高まった。オンブズマンは施設入所（HVB）の子どもや社会的養護下の子どもに対する保護が

パンデミック中にどのような影響を受けたかについて，専門的な調査が不可欠であることを政府に勧

告している（Barnombudsmannen：2021）。

b. スウェーデンコロナ協会への調査から

スウェーデンコロナ協会（Svenska Covidföreningen）は2020年に設立されたLong COVID当事者

団体であり，設立当初から会員数を拡大し続け，2025年末時点で5,000名超の会員を有する。代表の

リサ・ノレン氏によれば，協会は自らを行政に先んじる「キックスターター」と位置づけており，政

府・行政・担当大臣・国会議員への働きかけ，資金調達プロジェクトによる子ども支援活動，教師向

け情報教材の開発等に取り組んでいる。

協会は2025年２月に大手世論調査会社Kantar Mediaに委託して全国調査（16〜84歳，1,254名）

を実施しており，その結果，スウェーデン国民の3.3%（推計28万人，子ども・10代前半を含めると
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30万人超）がLong COVID症状を回答している一方，76%が「Long COVIDの人を知らない」，89%

が「ほとんど・全く話さない」と回答しており，Long COVIDが「話されない国民病」となっている

実態が明らかになった（Svenska Covidföreningen：2025a）。アンヤ・Ｌ・スンドベリ氏（Anja L. 

Sundberg，協会副代表）は「30人に１人が罹患しているのに，ほとんどの人が患者を知らないと答

えるのは，単にこの病気について話さないからだ」と指摘している。

同年，協会はLong COVID当事者1,452名を対象としたスティグマ（偏見・差別）の実態調査も実

施し，その結果をスティグマレポートとして公表した（Svenska Covidföreningen：2025b）。回答者

の49%が「本当の病気ではないと思われている」，68%が「医療スタッフに不信感を持たれた」，51%

が「不信感や軽視を経験して受診を控えたことがある」，45%が「大切な人に信じてもらえなかった」，

63%が「病気を恥じたことがある」と回答した。また93%が「社会はこの問題を十分に深刻に受け止

めていない」と答えており，福祉国家で著名なスウェーデンにおいてもLong COVID当事者は無理

解・スティグマに晒されている実態が示された。当事者の声として「誰も信じてくれない。病気と向

き合いながら，やがて自分自身さえ疑い始める」「孤立し，見捨てられ，ずっと問いただされ続ける」

といった声が収録されており，社会的孤立と精神的健康状態が深刻であることが示された。子どもの

Long COVIDについても「学校からも医師からもサポートが得られない。コロナ後に2022年に発症

し，今10歳だ」という子どもの声も同レポートに収録されている。

訪問調査のインタビューでは，Long COVIDに罹患した子どもの生活が一変し，学業継続が困難と

なる実態が語られた。重度の疲労感・ブレインフォグ・集中力の低下等の症状が学校生活に直接的な

影響を与え，社会的孤立が深刻化し，親しい友人との関係が希薄化している。放課後の活動への参加

もできなくなるなど，失っているものは大きいとされた。家族全体への影響も大きく，余暇・旅行等

の生活全般が変化し，きょうだい自身が不安を抱えやすく，ケアが必要となっていると語られた。な

お，スウェーデンの学術研究においても，Long COVIDと診断された９〜18歳の子ども16名へのイン

タビュー（Lilliebergほか：2025）では学校に通えなくなったこと・友人関係の喪失・将来への不安・

周囲に理解されないことが共通して語られており，親子双方に睡眠障害や経済面・教育への強い不安

が生じる「共有された心理社会的負担」も確認されている（Ertzgaardほか：2026）。

2026年２月にスウェーデン社会庁はLong COVIDの子どもに関する医療報告書を発表し，2021年

から2024年に診断された子どもの数を1,250〜1,770人と推計した（Socialstyrelsen：2026）。これに

対してスウェーデンコロナ協会は社会庁の数字を「氷山の一角」と批判し，国際的な研究に基づき実

数は１万人以上と推計している（Svenska Covidföreningen：2026）。インタビューにおいてもリサ・

ノレン氏は，社会庁の統計は医療機関でLong COVIDと診断された子どものみを対象としており，そ

もそも診断にたどり着けない子どもが圧倒的に多いと指摘した。スウェーデン当局がLong COVIDを

「医療は対応できない問題」として回避しようとしているとも指摘しており，公的機関による支援の空

白を当事者団体が補完せざるを得ない状況にある。

学校における対応については，学校庁（Skolverket）や学校監査庁（Skolinspektionen）からLong 

COVID児童に関する特定の指針は出されておらず，学校やコミューン（基礎自治体）によって対応状
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況が大きく異なっており，欠席の扱い方や遠隔授業の出席認定も学校・コミューンによってまちまち

な状況にあることも報告された。こうした状況を受けて協会は教員向けの情報教材を独自に開発し，

Long COVIDの病態についての理解を学校現場に広げる取り組みを行っている。またLong COVID児

がデジタル・オンラインで友人と会えることの意義も指摘されており，テクノロジーを活用した社会

参加の可能性も示された。リサ・ノレン氏は「本来は行政がやるべきことだが，あくまでもキックス

ターターとして行政に働きかけることが重要だ」と述べており，政府が対応するより先に当事者団体

が先行して取り組まざるを得ない構造が示された。

また同氏によれば，引きこもりが増加しており，うつ等の二次的メンタルヘルス症状の発生，社会

からの信頼喪失，心理的援助が主となることによる医療的処置からの乖離等の問題も生じているとさ

れた。スティグマレポートが示す「医療スタッフに不信感を持たれた経験から受診を控えるようになっ

た」当事者が半数を超えるという実態は，こうした悪循環の実態を裏づけている（Svenska 

Covidföreningen：2025b）。

c. ストックホルム県立摂食障害センターへの調査から

ストックホルム県立摂食障害センターでは，コロナ禍を経た子どもの摂食障害の動向について聞き

取りを行った。2024年にスウェーデン社会庁とSKR（自治体協会）の共同でARFID（回避性・制限

性食物摂取障害）に関する摂食障害ガイドラインが発行されたが，これはCOVID-19パンデミックに

より遅延したものであった。ARFIDの子どもたちはコロナ禍において「忘れられた患者たち」と表現

される状況にあると報告され，受診控え・診断遅れがARFID児童・家族に長期的影響を及ぼした可能

性も示唆された。

d. 特別ニーズ教育・学校教育機関への調査から

Ekeskolan Örebro視覚障害特別学校では，パンデミック中も閉校せず遠隔学習を実施した経験が

報告された。視覚障害のある子どもにとって接触・コンタクトが制限されたことの影響は大きく，オ

ンライン学習への移行においても課題があったが，マイクのオン・オフを活用した音声コミュニケー

ションの工夫等，新たな可能性も見出されたという。スタッドミッション国民大学では，社会的孤立

やひきこもりの若者が増加していることが確認され，在籍者の60〜80%が何らかの障害（ADHD・

ASD・うつ・対人恐怖症等）を有しており，メンタルヘルスの問題を抱える若者への教育的支援の重

要性が強調された。

（3）国内の当事者団体との協働による子ども当事者の困難・支援ニーズの把握

日本国内の当事者団体である「全国コロナ後遺症患者と家族の会」（以下，「患者・家族会」）および

「コロナ後遺症の子どもたちを支える会」（以下，「支える会」）との協働を通じて，Long COVIDを有

する子ども（小中高生）と家族の支援ニーズの把握・分析を実施した。両団体が政府・行政に提出し

た要望書・陳情書の分析や，2025年５月14日には研究チームとして厚生労働省副大臣等への面会にも
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同席し，提言を行っている。

「患者・家族会」は2023年11月11日にSNSを通じて集まった患者と家族により設立された。同会は

「日本国内で唯一コロナ後遺症患者と関係者が全世代型の施策の改善と周知広報，法制化へ向けて取り

組んでいる団体」と自らを位置づけており（「患者・家族会」ウェブサイト），設立直後から国会議員

への要請，参議院・衆議院での代弁質疑の実現，厚生労働大臣との面談など精力的な政策提言活動を

展開してきた。こうした活動を背景に，厚生労働省・文部科学省への通知発出や省庁との継続的な協

議が実現している。

「支える会」は2025年３月15日に設立された，コロナ後遺症の子ども・若者とその家族で構成され

る団体である。設立の契機は2024年８月にコロナ後遺症の子ども・若者の保護者有志が「患者・家族

会」とともに文部科学省・厚生労働省との協議に参加したことにあり，現場での問題意識が直接の原

動力となって団体設立に至っている。設立趣旨書において子どもたちが「適切な医療につながれてい

ない」「福祉サービスを受けられていない」「社会保障（経済的支援）が受けられていない」という３

つの問題を指摘し，「学びが途絶え学校社会から置き去りになっている現状」を訴えている（「支える

会」ウェブサイト）。設立以来，コロナ後遺症の子どもの教育・医療・福祉の保障に特化した要求活動

を展開している。

本研究における両団体との協働は以下の形で実施された。①両団体の代表者・運営者との継続的な

対話を通じた支援ニーズの質的把握（複数回のオンライン・対面での面談），②両団体が政府・行政に

提出した要望書・陳情書計17本（患者・家族会10本，支える会７本）に記録された子ども・保護者の

声と支援ニーズの分析，③2025年５月14日の厚生労働省副大臣・国会議員等への面会への同席と政策

提言。これらを通じて，当事者の経験と声に基づく支援ニーズの質的把握を進めた。

a.当事者の生活実態と教育保障の要求

患者・家族会は2024年４月から2025年10月にかけて内閣総理大臣・厚生労働大臣・文部科学大臣

等に対して計10本の要望書を提出している。支える会は2025年３月から８月にかけて計７本の要望

書・陳情書（衆議院議長宛ての陳情書を含む）を提出している。

まず，患者・家族会による実態調査の結果は，コロナ後遺症患者の深刻な生活実態を示している。

2023年12月〜2024年１月の調査では「制度の谷間に落ちている」67%（総回答数157），「預貯金切

り崩し・同世帯等に頼っている」85.6%（総回答数236）であった。2024年４月の調査では訪問サー

ビスを「受けられていない」が82.6%（総回答数109）に達している（患者・家族会：2024年４月22

日・６月５日要望書）。

子どもの教育保障をめぐる要望については，まず2024年８月21日には「児童生徒（子ども）のコロ

ナ後遺症支援を求める」要望書が内閣総理大臣・文部科学大臣・厚生労働大臣に提出された。同要望

書では，①コロナ後遺症の実態把握，②症状の学校現場等への周知，③学校現場への柔軟な対応（ICT

を活用した学習保障等），④出席停止扱いの周知徹底，⑤好事例の紹介と通知の５項目が求められた。

特に重要な論点は，Long COVIDに罹患した子どもを「不登校児童生徒」ではなく「病気療養児」
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として位置づけることである。患者・家族会（2025年５月14日要望書）も，教育機会確保法に基づく

施策の多くが「いじめや暴力行為，体罰等により学校に行くことができなくなってしまった児童生徒」

を主な対象としており，「疲労感や倦怠感等を理由に登校することができないコロナ後遺症となった児

童生徒に対する施策とはなっていない」ことが指摘されている。支える会（2025年７月31日要望書）

は「コロナ後遺症等児童生徒は学校に行きたくてもいけず，長期療養を要している病気療養児」であ

るとし，「病気による欠席のため不登校児ではない」ことを明確に主張している。

こうした要望活動の結果，2025年９月30日に文部科学省より「新型コロナウイルス感染症の罹患後

症状に悩む児童生徒への配慮について（通知）」が発出された。これは文部科学省として初めてコロナ

後遺症に特化した文書として重要な一歩であるが，多くの問題・課題を残している。第一に，「適切な

配慮」の具体的内容が例示レベルにとどまり，学校現場が実際にどのような配慮を行うべきかの具体

的指針が示されていない。第二に，病気療養児に該当する場合のICT活用による出席扱いへの言及は

既存制度の再確認に過ぎず，Long COVIDの特性を踏まえた新たな制度的対応は示されていない。第

三に，通知の発出形態が「初等中等教育局健康教育・食育課長」名での事務連絡レベルにとどまって

おり，その実効性と政策的影響力には限界がある。患者・家族会（2025年10月27日要望書）では依

然として学校現場での対応が不十分であることが指摘されており，通知の実効性の確保が今後の課題

となっている。

b. 子どもの声と支援ニーズ

当事者団体との協働を通じて最も深刻な知見として浮かび上がったのは，Long COVIDに伴う二次

的なメンタルヘルス・精神的健康の問題である。支える会（2025年５月14日要望書）には子どもの

声・事例が記録されている。「安楽死したい」「生きてる価値ない」という訴え，ベランダから飛び降

りようとした事例が報告されており，子どものLong COVID支援は「いのち・生存と基本的人権」に

関わる課題である。ある小学生は，体調不良で休むよう促された際に「休まない」という文字をA4用

紙10ページ分のSNSメッセージとして母親に送り続けた（支える会：2025年５月14日要望書）。「朝

は学校の夢を見たくてもう一度寝た。目が覚めて動けなかったからずっと夢の中にいたいと思った」

（当時小学３年生）という声は，学校生活への強い希求と身体的制約の間で引き裂かれる子どもの苦し

みを示している。算数・数学が得意であった子どもがブレインフォグにより「IQ下がったと思う」「も

うアホになった」と訴える事例，「精神だけは病まないように支援してほしい」（中学３年女子）とい

う声は，Long COVIDの認知機能への影響とメンタルヘルスへの二次的影響を顕著に示している（支

える会：2025年５月14日要望書）。

学校現場での無理解に起因する症状悪化の事例も深刻である。医師の診断書で運動禁止と安静が指

示されているにもかかわらず，学校側から運動場での散歩や運動を求められ，その後症状が著しく悪

化し寝たきりとなった事例（支える会：2025年７月31日要望書），出席日数不足による進級不可を告

げられ無理して登校した結果，筋痛性脳脊髄炎／慢性疲労症候群（ME/CFS）に至った事例（支える

会：2025年６月９日要望書）が報告されている。がんの生徒にはオンライン授業が提供されたにもか
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かわらず，コロナ後遺症の生徒には提供されなかったという疾病による対応格差も報告されている（支

える会：2025年７月31日要望書）。

また，身体障害者手帳の認定をめぐる不当な実態も報告されている。高校在学中にコロナ後遺症か

らME/CFS・線維筋痛症を発症した葵さん（仮名，当時高校生）は，耐えられないほどの倦怠感・全

身の痛み・歩行困難等により通信制高校への転学を余儀なくされた。専門医が「２級」の意見書を作

成したが東京都の認定は「５級」とされ，再申請後10カ月が経過しても都から通知がない状態が続い

ており，ヘルパーや医療費負担減免等の福祉サービスを利用できない状況に置かれている（しんぶん

赤旗：2026c）。

c. 制度的課題と支援の空白

当事者団体の発信内容の分析と協働的聞き取りを通じて，以下の制度的課題が明らかになった。第

一に，コロナ後遺症・Long COVIDが障害者総合支援法の対象疾患に含まれておらず，身体障害者手

帳を取得しなければ福祉サービスを利用できない「制度の谷間」の問題がある。支える会（2025年８

月29日陳情書）は「障がい児には障がい者総合支援法，医療的ケア児には医療的ケア児支援法がある

が，病気療養児支援のための法整備はなされていない」ことを指摘し，コロナ後遺症児支援法の立法

化を求めている。第二に，身体障害者手帳の認定基準が都道府県で異なり，同一の障害状態でも住所

地により等級が乖離する不公平が生じている（支える会：2025年８月29日陳情書）。こうした問題は

報道でも可視化されつつあり，専門医が「１〜２級相当」と判断した事例について東京都ではより軽

い等級に切り下げて認定されたケースが複数存在し（しんぶん赤旗：2026a，2026b，2026c），「都

の認定が数年前から厳しくなった」「関西の都道府県では同程度の患者が診断書通りの等級の手帳が交

付されている」という当事者の声が示すように，全国不統一の問題は当事者の命と生活に直結する課

題となっている。第三に，学校教育においてLong COVID児童の処遇が「学校長の判断」に委ねられ，

同じ登校不能状態でも学校により対応が著しく異なる不公平が生じている（支える会：2025年７月31

日要望書）。

また，2025年５月14日に本研究チームは両団体の厚生労働省副大臣等への面会に同席し，上記の課

題について提言を行った。なお，国際的には米国が2021年の段階でLong COVIDを障害として位置

づけ，特別教育の枠組みでの具体的な支援体制に言及しており（U.S. Department of Health and 

Human Services & U.S. Department of Justice：2021，U.S. Department of Education：2021），

日本においても既存の病弱教育・特別支援教育のシステム・リソースによる対応は十分に可能であり，

その周知と利活用の促進が求められる。

Ⅳ　考　察

本研究の成果から，以下の考察を行う。
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第一に，パンデミックが子どもの発達・メンタルヘルスに及ぼす影響は「時間差」をもって多面的・

複合的に顕在化していることが改めて確認された。文献レビューが示すように，パンデミック以降の不

登校・自殺・摂食障害・睡眠障害・抑うつ等の増大は，コロナ禍後遺症として「終息」後も継続してお

り，国内外の調査でその深刻さが定量的に裏づけられている。スウェーデン訪問調査においても，パン

デミックによる孤独・孤立の増大，10代女子のメンタルヘルスの悪化，被虐待による一時保護率の71%

増加，摂食障害センターにおける「ARFIDの子どもたちは忘れられた患者たち」という指摘，国民大学

でのひきこもり・社会的孤立を抱える若者の増加といった，パンデミックが子どもの発達・メンタルヘ

ルスに及ぼした広範な影響が確認された。これらはいずれも，コロナ禍後遺症が特定の疾患に限らず子

どもの日常生活・学習・発達の全領域にわたることを示しており，メンタルヘルス・健康増進に繋がる

教育実践の開発が急務であることを改めて示している。

第二に，こうしたコロナ禍後遺症として，特にLong COVIDを有する子どもが直面するメンタルヘル

スの危機が「最も不可視化された領域」であることが明らかになった。Long COVIDの子どもは，身体

症状そのものに加えて，医療機関での無理解，学校現場での無理解，友人関係の喪失と社会的孤立，将

来への絶望感という複合的な要因によって，二次的に深刻なメンタルヘルスの問題が生じている。「安楽

死したい」という子どもの訴えやベランダから飛び降りようとした事例は，支援の不在が子どもの精神

的健康を深刻に損なっていることの証左である。Wildほか（2024）が指摘する「二重の不可視性」（Long 

COVIDの問題そのものの不可視性と子どもの社会的地位の低さ）は，スウェーデンにおいて子どもオン

ブズマンがLong COVIDの子どもの問題を把握できていない状況として具体的に確認され，日本におい

ても「Long COVIDの子どもは気の持ちよう」という対応が当事者団体の聞き取りから繰り返し報告さ

れており，国際的に共通する構造的課題である。この問題を打破するためには，Fordほか（2025）・

Reederほか（2026）・Zhangほか（2026）等の大規模研究が示す科学的エビデンスの蓄積と，当事者

の声の社会的可視化を並行して進める必要がある。

第三に，当事者団体との協働が，不可視化された問題の可視化と実証的研究の推進において不可欠な

役割を果たすことが確認された。本研究において当事者団体との協働による支援ニーズの把握を実施し

たことにより，Long COVIDを有する子どものメンタルヘルスの危機という，統計データや制度的枠組

みからは見えにくい問題の存在が明らかになった。患者・家族会および支える会が蓄積してきた子ども・

保護者の声は，量的調査では捉えきれない問題の質的深刻さを示しており，今後の実証的研究の設計に

不可欠な基盤を提供するものである。スウェーデンコロナ協会が「キックスターター」として行政に先行

して知見を蓄積し政策提言を行っているのと同様に，日本においても当事者団体と研究者が協働して子

どものLong COVIDの実態を解明し，科学的エビデンスに基づく支援体制を構築することが求められる。

第四に，コロナ禍後遺症・Long COVIDを有する子どもへの教育的支援において，既存の特別支援教

育・病弱教育の枠組みの積極的活用と，学校が果たすべき役割の重要性が確認された。スウェーデン訪

問調査においても日本の当事者団体の聞き取りにおいても，社会的孤立やひきこもり状態にある子ども

にとって，学校は社会参加への重要な足がかりであることが共通して示された。Long COVIDを含むコ

ロナ禍後遺症に苦しむ子どものメンタルヘルスの回復・促進において学校が果たすべき役割は大きく，
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ICTの活用による学習保障，個別の活動量（ペーシング）に即した教育カリキュラムの編成，多職種連

携による支援体制の構築等，健康増進に繋がる教育実践の開発が急務である。スウェーデン・日本とも

にLong COVID児童への統一的支援指針は未整備であり，Long COVIDの子どもを「不登校」ではなく

「病気療養児」として明確に位置づけ，国として統一的な教育的配慮の指針を策定することが喫緊の課題

である。ただし当事者団体が繰り返し指摘するように，学校での無理な活動がPEM（労作後の症状悪化）

を引き起こすリスクがあることを十分に認識した上で，子ども一人ひとりの病態に即した慎重な対応が

不可欠である。学校現場がLong COVIDの病態を正しく理解しペーシングに基づく教育的配慮を行うこ

とは，子どもの二次的なメンタルヘルス悪化を防ぐ予防的・健康増進的な実践として位置づけられる。

Ⅴ　結　語

本研究では，文献レビュー，スウェーデンにおける訪問調査，および日本の当事者団体との協働によ

る支援ニーズの把握を通じて，コロナ禍後遺症とLong COVIDに伴う子どもの発達困難・リスクの実態

とメンタルヘルスへの影響を明らかにし，健康増進に繋がる発達支援・教育実践の課題を検討した。そ

の結果，パンデミックが子どもの発達・メンタルヘルスに及ぼす多面的・複合的影響の深刻さ，Long 

COVIDを有する子どものメンタルヘルスの危機が「最も不可視化された問題」であること，当事者団体

との協働による実態把握の不可欠性，および既存の病弱教育・特別支援教育の枠組みを活用した統一的

支援指針の策定の必要性が明らかになった。

本研究を通じて得られた文献レビュー・スウェーデン訪問調査・当事者団体との協働の知見は，今後

の実態調査の設計においても不可欠な知見を提供するものである。とりわけLong COVIDに伴う二次的

なメンタルヘルス・精神的健康の問題という本研究で明らかになった焦点は，今後の調査における重要

な調査項目を構成する。これらの知見をふまえて，引き続き子ども本人・保護者・養護教諭・政令指定

都市等教育委員会を対象とした質問紙法・面接法調査や，スウェーデンをはじめとする北欧諸国との比

較研究，当事者団体との協働を継続的に進め，子どものコロナ禍後遺症とLong COVIDの発達困難・リ

スクとメンタルヘルスの実態をより実証的に解明していく。子どもは現在もコロナ禍の最前線にいるの

であり，とりわけLong COVIDを有する子どものメンタルヘルスの危機という最も不可視化された問題

に光をあて，医療・福祉・教育の連携による包括的支援体制と，子どもの健康増進に資する教育実践の

構築が急務である。
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